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はじめにはじめにはじめにはじめに  

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第 112 号。以

下「容器包装リサイクル法」という。）の下、消費者、市町村及び事業者の連携・分担によ

る容器包装廃棄物のリサイクルの取り組みが進められているが、容器包装リサイクル法の目

的とする廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図るには、リサイクルの取り組

みに加え、繰り返し使用できる容器包装の使用（リユース）や容器包装廃棄物の排出抑制（リ

デュース）の取り組みの推進も必要であり、食品容器包装を製造・利用する事業者（以下「事

業者」という。）においても、商品の製造から廃棄、再利用までの容器包装のライフサイク

ル全体でのリユース・リデュース・リサイクル（以下「3R」という。）の推進に資する等、

環境負荷の低減に寄与する食品容器包装の設計の導入を促進することが求められる。 

しかしながら、自ら環境に配慮した食品容器包装の設計基準を定め、導入の促進を図って

いる企業は一部の大企業に限られており、中堅・中小企業をはじめ食品事業者全体では、そ

の導入を進めていくに当たっての課題等が十分に共有されておらず、導入の素地が整ってい

ない現状がある。 

このため、本事業においては、国内の食品容器包装について、3R や食品ロス削減等の推

進に寄与する環境に配慮した設計に係る情報を収集するとともに、導入時の課題等を明らか

にすることで、事業者の一層の導入促進を図るための検討資料とすることを目的とする。 
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1． 食品容器包装の環境に配慮した設計等の実態把握調査食品容器包装の環境に配慮した設計等の実態把握調査食品容器包装の環境に配慮した設計等の実態把握調査食品容器包装の環境に配慮した設計等の実態把握調査 

1.1 方針方針方針方針 

事業者へのアンケート並びに文献及びインターネットの調査などを通じて、次の①～③に

係る事例について、事業者の業種別、容器包装の素材別、3R や食品ロスの削減等の取り組

み事例別に整理した。 

① 食品容器包装の 3R を考慮した環境に配慮した設計の事例 

② 食品ロスの削減、CO2 排出削減等、3R 以外を考慮した環境に配慮した設計の事例 

③ その他、①及び②の事例に関連して、製造から廃棄、再利用までの環境負荷の影響評

価であるライフサイクルアセスメント（LCA）を行っている事例、食品容器包装に係

る自主ガイドライン等の策定事例及び ISO、環境ラベル等の各種規格の事例 

 

なお、事例の収集に当たっては、容器包装製造事業者（包材メーカー）、食品製造事業者、

小売事業者等の事業者が幅広く含まれるよう留意した。 

また、アンケート調査は、合計 402 社に対して行い、環境に配慮した食品容器包装設計の

取り組みを行っていると回答する事業者については、取り組みの具体的な内容やその進め方

等の把握、環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを行っていないと回答する事業者に

ついては、その要因等の実態把握を行い、事業者の業種別に整理した。 
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1.2 調査概要調査概要調査概要調査概要 

容器包装製造事業者（包装メーカー）、食品製造事業者、小売事業者等に対して、環境に

配慮した食品容器包装設計の取り組み実績（取り組みの有無、経緯、内容）や取り組みを行

っていない理由、取り組むための効果的な手段等を把握するためのアンケート調査を実施し

た。 

1.2.1 調査対象調査対象調査対象調査対象 

(1) 選定方法選定方法選定方法選定方法 

調査対象の選定にあたっては、各業界団体の所属事業者数情報等をもとに、容器包装製造

事業者（包装メーカー）、食品製造事業者、小売事業者に対して、調査目的に合致するよう、

業種別に下表（表 1-1）の発送数を設定した。選定の際には一般財団法人食品産業センター

のウェブサイトに掲載されている「食品容器包装の排出抑制への取組事例紹介」を参考にし

た。 

 

表 1-1 業種別母集団数

1
と発送数 

業種 母集団 発送数 カバー率 

食品製造事業者 食料品製造業 4,652 172 3.7％ 

飲料製造業 403 88 21.8％ 

食料品小売業 198 25 12.6％ 

容器包装製造事業者 570 117 20.5％ 

合計 402  

 

(2) 郵送方式対象事業者郵送方式対象事業者郵送方式対象事業者郵送方式対象事業者 

食品製造事業者については、一般財団法人食品産業センターの加盟団体 84 団体のうち会

員企業名を公表している 53 団体、計 5,055 社（重複 700 社程度を含む）を母集団とし、重

複是正した後、食料品製造業 130 社、飲料製造業 50 社を無作為抽出した。 

食料品小売業については、「日本スーパーマーケット協会」通常会員 198 社（公表）を母

集団として 20 社を無作為抽出した。 

容器包装製造事業者については、①「一般社団法人日本プラスチック食品容器工業会」会

員企業、②「2013 年版 容器市場の展望と戦略（株式会社矢野経済研究所）」掲載企業及び

③「公益社団法人容器包装リサイクル協会」（以下、容リ協）の再商品化義務履行者リスト

に記載されておりかつ容リ協申込時に食品向けとしている企業の 3 つのリストの重複を是

正した 570 社を母集団として 100 社を無作為抽出した。 

業種別規模別の発送数は下表（表 1-2）のとおり。抽出した 300 事業者に対して、郵送に

て調査票を発送した。 

 

                                                        
1
母集団数は各業界団体の所属事業者情報等をもとに集計した値であり、実際の各業種の事業者数と必ずし

も一致しない。 
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表 1-3 業種別規模別発送数（郵送分） 

 

(3) 電子メール方式対象事業者電子メール方式対象事業者電子メール方式対象事業者電子メール方式対象事業者 

郵送方式対象事業者とは別に、一部、電子メールにて調査票の電子ファイルを送付した。 

なお、郵送分と重複する場合は電子メールでの送付を優先し、郵送分は別の事業者で代替

した。 

 

表 1-4 業種別発送数（電子メール分） 

  

(4) 調査対象全体調査対象全体調査対象全体調査対象全体 

郵送分、電子メール分を合わせた業種別の発送数は下表（表 1-5）のとおり合計 402 事業

者に対して発送した。 

 

表 1-5 業種別規模別発送数 

 

1.2.2 調査方法調査方法調査方法調査方法 

平成 26 年 12 月末に対象 402 事業者に対して発送した。アンケート調査票記載の締切は平

成 27 年 3 月 6 日までとした。また、各業界団体を通じて未提出の加盟事業者に対する協力

依頼を実施した。 

  

大企業 中小企業 事業者数 大企業 中小企業 事業者数

112 188 300 37.3% 62.7% 100.0%

42 58 100 42.0% 58.0% 100.0%

50 130 180 27.8% 72.2% 100.0%

20 0 20 100.0% 0.0% 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　規模

業種

　全　体

容器包装製造業

食品製造事業者

小売事業者

事業者数

102

17

80

5

　全　体

容器包装製造業

食品製造事業者

小売事業者
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1.3 調査結果調査結果調査結果調査結果 

本アンケートでは発送数や回収数が母集団規模に対して少ないため、アンケート結果を読

み取る際には注意が必要であるものの、本アンケートは事業者の環境に配慮した食品容器包

装設計に関する実態を表す貴重な情報であるといえる。 

 
 

1.3.1 回収数回収数回収数回収数 

回収数は 101 件、回収率は 25.1％であった。郵送分では回収数は 50 件、回収率は 16.7％、

電子メール分では回収数は 51 件、回収率は 50.0％であった。 

なお、郵送分の回収のうち、事業者名の記載なしで回答した事業者が 2 件あり規模に関す

る情報が不明のため、規模「不詳」として取り扱う。 

 

表 1-6 業種別規模別回収数 

 
 

本アンケート調査では、「環境に配慮した食品容器包装設計の取り組み」に関する実態を

調査しており、環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを実施していない事業者の回答

数は少ない傾向にあるものと考えられることに留意が必要である。 

1.3.2 業種業種業種業種別別別別回答回答回答回答数数数数 

対象事業者には複数の業種にまたがる業務を営む事業者があるため、営む業種全てを回答

するものとした。業種別件数は下表（表 1-7）のとおり。 

食品製造業と回答した事業者が最も多く 63 件であり、回答数全体に占める割合は 62.4％

を占める。規模別の内訳では、食品製造業における大企業の回答数割合は 81.0％であり、食

品製造業の大企業だけで全回答事業者の約半数を占める。 

 

以降、業種別の集計では、発送時の業種でなく回答時の業種を用いて集計している。 

 

大企業 中小企業 不詳 事業者数

74 25 2 101

22 6 0 28

45 19 0 64

7 - 0 7

0 0 2 2不詳

　全　体

容器包装製造業

食品製造事業者

小売事業者
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図 1-1 規模別業種別回答件数 

 

表 1-7 規模別業種別回答件数 
  

 
 

食料品製造業の中では、乳及び乳製品製造業（11 件）、清涼飲料水製造業（20 件）といっ

た飲料製造事業者の回答が多かった。また、菓子製品製造業（13 件）の回答も多かった。 

  

大企業 中小企業 不詳 合計 大企業 中小企業 不詳 合計

81 17 2 101 80.2% 16.8% 2.0% 100.0%

23 6 0 29 79.3% 20.7% 0.0% 100.0%

金属製容器包装製造業 3 1 0 4 75.0% 25.0% 0.0% 100.0%

ガラス製容器包装製造業 3 0 0 3 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

紙製容器包装製造業 6 0 0 6 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

合成樹脂製容器包装製造業 16 6 0 22 72.7% 27.3% 0.0% 100.0%

段ボール製容器包装製造業 1 0 0 1 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

その他 3 0 0 3 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

51 9 2 63 81.0% 14.3% 3.2% 100.0%

食肉製品製造業 2 0 0 2 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

容器包装詰常温流通食品製造業 8 1 0 9 88.9% 11.1% 0.0% 100.0%

炊飯製品製造業 2 0 0 2 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

水産加工品製造業 3 0 0 3 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

乳及び乳製品製造業 10 0 0 11 90.9% 0.0% 0.0% 100.0%

味噌製造業 0 0 0 0 - - - -

醤油製品製造業 2 1 0 3 66.7% 33.3% 0.0% 100.0%

冷凍食品製造業 5 1 1 7 71.4% 14.3% 14.3% 100.0%

集団給食用食品製造業 0 0 0 0 - - - -

惣菜製造業 4 1 0 5 80.0% 20.0% 0.0% 100.0%

弁当製造業 0 0 1 1 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

食用加工油脂製造業 2 0 0 2 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ドレッシング類製造業 3 0 0 3 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

清涼飲料水製造業 16 3 0 20 80.0% 15.0% 0.0% 100.0%

食酢製品製造業 1 0 0 1 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ウスターソース類製造業 1 1 0 2 50.0% 50.0% 0.0% 100.0%

菓子製品製造業 12 0 1 13 92.3% 0.0% 7.7% 100.0%

乾麺類製造業 1 0 0 1 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

パン製造業 4 0 1 5 80.0% 0.0% 20.0% 100.0%

農産物漬物製造業 0 0 0 0 - - - -

生めん類製造業 1 0 0 1 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

大量調理型主食的調理食品製造業 0 0 0 0 - - - -

酒類製造業 4 0 0 4 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

精穀・製粉業 2 0 0 2 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

その他 11 3 0 14 78.6% 21.4% 0.0% 100.0%

9 1 1 11 81.8% 9.1% 9.1% 100.0%

百貨店 1 0 0 1 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

スーパーマーケット（量販店） 3 0 1 4 75.0% 0.0% 25.0% 100.0%

コンビニエンス 1 0 0 1 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

生協・大学生協・農協 0 0 0 0 - - - -

ドラッグストア 0 0 0 0 - - - -

ディスカウントストア 0 0 0 0 - - - -

その他 6 1 1 8 75.0% 12.5% 12.5% 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規模

業種

　全　体

容器包装製造業

主

要

業

種

（

全

産

業

）

食品製造業

小売業



 

 1-6 
 

1.3.3 問１．問１．問１．問１．環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無を伺った結果、下表（表 1-8）のとお

り全体の 84.5％が「取り組みをしている」と回答した。 

規模別では、大企業においては 73 件（92.4％）の事業者が取り組みをしている一方、中

小企業で取り組んでいる事業者は 7 件（43.8％）となった。 

 

 
図 1-2 規模別環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無 

 

表 1-8 規模別環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無 
 

 
 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みは、回答した大企業においてはほとんどの事

業者で取り組まれている。一方、中小企業においては 4 割に留まる。中小企業の回収率は低

いこともあり、取り組みをしている割合はさらに少ないと考えられ、中小企業における取り

組みは推進する余地があるといえる。 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

取り組みをしている 73
92.4%

7
43.8%

2
100.0%

82
84.5%

取り組みをしていない 6 7.6% 9 56.3% 0 0.0% 15 15.5%

回答数 79 100.0% 16 100.0% 2 100.0% 97 100.0%

全体不詳中小企業大企業
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業種別に見ると（図 1-3、表 1-9）、いずれの業種でも 8 割以上の事業者が取り組みをし

ていると回答したが、容器包装事業者は高く（89.3％）、小売事業者（81.8％）は低めという

傾向の違いが見られた。 

製品の製造開発に対して小売事業者の影響力が少なからずある状況を勘案すると、小売事

業者の取り組みを進める必要があると考えられる。 

 

 
図 1-3 業種別環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無 

 

表 1-9 業種別環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの有無 

 

 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」について傾向を見てみると、清涼飲料水製造業は全事業者が取り組みをしてい

ると回答した。乳製品製造業、菓子製品製造業も取り組みをしていないと回答した事業者は

1 件ずつであり、いずれの業種も積極的に取り組まれている。 

一方で、醤油製品製造業、冷凍食品製造業、惣菜製造業、ウスターソース類製造業、生め

ん類製造業では取り組みをしていないと回答した事業者が目立った。冷凍食品製造業は他の

食品と比較して容器包装に求められる要求が高く環境配慮した設計の難易度が高いことが

挙げられる。また、それ以外の業種では比較的中小規模の事業者が多く、業界をリードする

取り組みをする事業者が生まれにくい業種であることが考えられる。 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

取り組みをしている 25
89.3%

52
85.2%

9
81.8%

86
86.0%

取り組みをしていない 3 10.7% 9 14.8% 2 18.2% 14 14.0%

回答数 28 100.0% 61 100.0% 11 100.0% 100 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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1.3.4 問２．問２．問２．問２．取り組み取り組み取り組み取り組みについてについてについてについて 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを実施している事業者について、取り組みを

進めている部門、取り組みの視点、取り組み内容について伺った。 

(1) 取り組みを進めている部門取り組みを進めている部門取り組みを進めている部門取り組みを進めている部門・進め方・進め方・進め方・進め方 

1）取り組みを進めている部門取り組みを進めている部門取り組みを進めている部門取り組みを進めている部門 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを進めている部門は「生産・品質管理部門」

（48 件・58.5％）が最も多く事業者の 6 割弱を占め、以降「環境・CSR 部門」（24 件・29.3％）、

「マーケティング部門」（24 件・29.3％）と続いた。一方、「特定部門無し」（10 件・12.2％）

の回答も一定数あった。 

「その他」（31 件・37.8％）の回答としては、開発部門（企画開発部門、研究開発部門、

製品開発部門、商品開発部門、技術開発部門等）が多く挙げられた他、調達部門（調達部、

購買部等）も挙げられ、製造または小売、発注者または受注者といった事業者の役割により、

取り組みを進める部門も様々である。 

 

 
図 1-4 規模別取り組みを進めている部門 

 

表 1-10 規模別取り組みを進めている部門 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

部門 生産・品質管理部門 45 61.6% 3 42.9% 0 0.0% 48 58.5%

環境・CSR部門 21 28.8% 2 28.6% 1 50.0% 24 29.3%

マーケティング部門 23 31.5% 1 14.3% 0 0.0% 24 29.3%

特定部門無し 7 9.6% 2 28.6% 1 50.0% 10 12.2%

その他 30 41.1% 1 14.3% 0 0.0% 31 37.8%

無回答 1 1.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.2%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に見ると、食品製造業では「生産・品質管理部門」（35 件・67.3％）が最も多く次

に「マーケティング部門」（20 件・38.5％）と続いた。小売事業者では「環境・CSR 部門」

（6 件・67.3％）が最も多い。容器包装製造業は「その他」（12 件・48.0％）が「生産・品質

管理部門」（12 件・48.0％）と並んで多く、業種により大きく異なる結果となった。 

 

 
図 1-5 業種別取り組みを進めている部門 

 

表 1-11 業種別取り組みを進めている部門 

 
 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」でも、食品製造業全体の傾向と大きな違いはなかった。 

食品製造業ではマーケティングの観点からも容器包装の環境配慮設計に取り組む事業者

が多い。食品製造業の中小企業においては、マーケティング部門の充実が容器包装の環境配

慮設計に繋がるものと推察される。 

 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

部門 生産・品質管理部門 12 48.0% 35 67.3% 4 44.4% 51 59.3%

環境・CSR部門 8 32.0% 13 25.0% 6 66.7% 27 31.4%

マーケティング部門 4 16.0% 20 38.5% 1 11.1% 25 29.1%

特定部門無し 5 20.0% 5 9.6% 0 0.0% 10 11.6%

その他 12 48.0% 17 32.7% 3 33.3% 32 37.2%

無回答 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.2%

問１で取り組みをしている事業者 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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2）取り組み取り組み取り組み取り組みの進め方の進め方の進め方の進め方 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの進め方は、「サプライヤーと共同で進めて

いる」（52 件・64.2％）、「自社独自のアイディアで進めている」（50 件・61.7％）の両者が回

答事業者の約 6 割を占め、「業界基準に準じた規格をもとに進めている」（25 件・30.9％）、

「他社の取り組み事例を参考に進めている」（21 件・25.9％）と続いた。 

なお、「業界基準に準じた規格をもとに進めている」と回答した事業者に業種的特徴は見

られず、規模の大きな企業が当該選択肢を選んでいる傾向にあった。 

 

 
図 1-6 規模別取り組みを進めている進め方 

 

表 1-12 規模別取り組みを進めている進め方 

 
 

大企業では「サプライヤーと共同で進めている」「自社独自のアイディアで進めている」

割合は 6 割以上と高いが、中小企業ではそれぞれ 28.6％、42.9%と大きく減少する。中小企

業の方が取り組みが不足しているという傾向が顕著に表れている。サプライヤーとの協力関

係を強めることが中小企業で取り組みの推進に繋がると考えられる。 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

進め方 サプライヤーと協同で進めている 50 68.5% 2 28.6% 1 50.0% 53 64.6%

自社独自のアイディアで進めている 45 61.6% 3 42.9% 2 100.0% 50 61.0%

業界基準に準じた規格をもとに進めている 23 31.5% 2 28.6% 0 0.0% 25 30.5%

他社の取り組み事例を参考に進めている 19 26.0% 2 28.6% 0 0.0% 21 25.6%

その他 5 6.8% 0 0.0% 0 0.0% 5 6.1%

無回答 4 5.5% 0 0.0% 0 0.0% 4 4.9%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に見ると、容器包装製造業は「自社独自のアイディアで進めている」（19 件・76.0％）

事業者が 4 分の 3 以上占めた。食品製造業は「サプライヤーと共同で進めている」（38 件・

73.1％）事業者が 4 分の 3 近くを占め、次いで「自社独自のアイディアで進めている」（30

件・57.7％）事業者も 6 割近くある。小売事業者は「サプライヤーと共同で進めている」（8

件・88.9％）事業者が 9 割近くを占めた。 

 

 
図 1-7 業種別取り組みを進めている進め方 

 

表 1-13 業種別取り組みを進めている進め方 

 
 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」においては、「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」は「サプライヤー

と共同で進めている」事業者が最も多かったのに対し、「菓子製品製造業」は「自社独自の

アイディアで進めている」事業者が最も多かった。他には「パン製造業」でも同様の傾向が

見られ、比較的取り扱いやすい食品を製造する業種では、自社独自のアイディアで進める傾

向が見られた。 

「協会基準に準じた規格をもとに進めている」と回答した事業者は、容器包装製造業で多

く、特に「合成樹脂製容器包装製造業」が多かった。食品製造事業者では、「容器包装詰常

温流通食品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子製品製造業」、「パン製造業」が比較的多か

った。 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

進め方 サプライヤーと協同で進めている 10 40.0% 38 73.1% 8 88.9% 56 65.1%

自社独自のアイディアで進めている 19 76.0% 30 57.7% 4 44.4% 53 61.6%

業界基準に準じた規格をもとに進めている 10 40.0% 16 30.8% 1 11.1% 27 31.4%

他社の取り組み事例を参考に進めている 8 32.0% 12 23.1% 2 22.2% 22 25.6%

その他 3 12.0% 2 3.8% 0 0.0% 5 5.8%

無回答 3 12.0% 1 1.9% 0 0.0% 4 4.7%

問１で取り組みをしている事業者 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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(2) 取り組みの視点取り組みの視点取り組みの視点取り組みの視点 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みの視点は、約 9 割の事業者が「省資源化」（74

件・90.2％）、「コスト削減」（71 件・87.8％）と回答した。「エネルギー削減」（44 件・53.7％）、

「企業イメージ向上（消費者へのアピール）」（42 件・53.7％）は 5 割程度に留まった。企業

規模で顕著な差は表れなかった。 

 

 
図 1-8 規模別取り組みの視点 

 

表 1-14 規模別取り組みの視点 
 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

省資源化 67 91.8% 5 71.4% 2 100.0% 74 90.2%

コスト削減 66 90.4% 4 57.1% 2 100.0% 72 87.8%

エネルギー削減 40 54.8% 3 42.9% 1 50.0% 44 53.7%

企業イメージ向上（消費者へのアピール） 39 53.4% 3 42.9% 0 0.0% 42 51.2%

その他 9 12.3% 0 0.0% 0 0.0% 9 11.0%

無回答 1 1.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.2%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に見ると、容器包装製造業は「コスト削減」（20 件・80.0％）の視点で取り組む事

業者が他の業種と比較して低い一方、「エネルギー削減」（15 件・60.0％）、「企業イメージ向

上（消費者へのアピール）」（14 件・56.0％）の割合が他の業種に比較して高い傾向が見られ

た。食品製造業は「省資源化」（47 件・90.4％）と「コスト削減」（47 件・90.4％）を挙げる

事業者が 9 割を超えた。小売事業者では「企業イメージ向上（消費者へのアピール）」（3 件・

33.3％）の割合が他の業種と比較して低かった。 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」においては、「清涼飲料水製造業」のみ「企業イメージ向上（消費者へのアピ

ール）」の回答割合も高く、食品事業者全体とは違う傾向を示した。 

 

 
図 1-9 業種別取り組みの視点 

 

表 1-15 業種別取り組みの視点 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

省資源化 23 92.0% 47 90.4% 8 88.9% 78 90.7%

コスト削減 20 80.0% 47 90.4% 8 88.9% 75 87.2%

エネルギー削減 15 60.0% 26 50.0% 5 55.6% 46 53.5%

企業イメージ向上（消費者へのアピール） 14 56.0% 27 51.9% 3 33.3% 44 51.2%

その他 4 16.0% 4 7.7% 1 11.1% 9 10.5%

無回答 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.2%

問１で取り組みをしている事業者 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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(3) 取り組み内容取り組み内容取り組み内容取り組み内容 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組み内容は、「容器包装のリデュース」（76 件・

92.7％）を回答した事業者が最も多く、「物流効率化」（61 件・74.4％）、「容器包装のリサイ

クル・廃棄」（55 件・67.1％）、「原材料の調達」（53 件・64.6％）と続く。 

リデュースが多い理由としては、リデュースの主な取り組みである軽量化・小型化・薄肉

化は見た目にも非常にわかりやすい取り組みであり、消費者にとっても受け入れやすいもの

であること、使用する容器包装材の削減がコスト削減にもつながりやすいことなどが推察さ

れる、さらに、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサ

イクル法）において容器包装の使用合理化が求められていること、容器包装使用量削減に伴

う負担金の低減等も特に大企業にとっては、リデュースに積極的に取り組む要因の一つでは

ないかと考えられる。 

 

 
図 1-10 規模別取り組み内容 

 

表 1-16 規模別取り組み内容 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装のリデュース 69 94.5% 5 71.4% 2 100.0% 76 92.7%

物流効率化 58 79.5% 2 28.6% 1 50.0% 61 74.4%

容器包装のリサイクル・廃棄 48 65.8% 5 71.4% 2 100.0% 55 67.1%

原材料の調達 50 68.5% 2 28.6% 1 50.0% 53 64.6%

食品ロス削減 37 50.7% 1 14.3% 0 0.0% 38 46.3%

容器包装のリユース 27 37.0% 3 42.9% 1 50.0% 31 37.8%

その他 38 52.1% 1 14.3% 0 0.0% 39 47.6%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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「容器包装のリデュース」の中では、「軽量化・薄肉化」（65 件・89.0％）と回答した事業

者が特に多く、回答事業者の 9 割弱が取り組んでいる。 

 
図 1-11 規模別取り組み内容詳細 

 

表 1-17 規模別取り組み内容詳細 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

再生紙 21 28.8% 0 0.0% 1 50.0% 22 26.8%

バイオマス材料使用 20 27.4% 0 0.0% 0 0.0% 20 24.4%

共同配送 9 12.3% 1 14.3% 0 0.0% 10 12.2%

FSC認証紙使用 9 12.3% 0 0.0% 0 0.0% 9 11.0%

生分解性材料使用 7 9.6% 0 0.0% 0 0.0% 7 8.5%

その他 15 20.5% 1 14.3% 0 0.0% 16 19.5%

軽量化、薄肉化 65 89.0% 3 42.9% 1 50.0% 69 84.1%

簡易包装 28 38.4% 2 28.6% 1 50.0% 31 37.8%

小型化（寸法、容量変更など） 29 39.7% 0 0.0% 0 0.0% 29 35.4%

パーツ数少量化 15 20.5% 0 0.0% 0 0.0% 15 18.3%

バラ売り 6 8.2% 1 14.3% 0 0.0% 7 8.5%

その他 3 4.1% 0 0.0% 0 0.0% 3 3.7%

リターナブル容器 17 23.3% 3 42.9% 0 0.0% 20 24.4%

詰め替え容器 9 12.3% 1 14.3% 1 50.0% 11 13.4%

イベント等でのリユース容器の導入 0 0.0% 1 14.3% 0 0.0% 1 1.2%

その他 2 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 2.4%

分離、分別、廃棄のし易さ 30 41.1% 2 28.6% 0 0.0% 32 39.0%

単一素材化 16 21.9% 3 42.9% 1 50.0% 20 24.4%

減容化 18 24.7% 0 0.0% 1 50.0% 19 23.2%

有害物質（塩素、環境ホルモンなど） 18 24.7% 0 0.0% 0 0.0% 18 22.0%

B　to　Bシステムの構築 8 11.0% 0 0.0% 0 0.0% 8 9.8%

汚れ、付着防止 6 8.2% 1 14.3% 0 0.0% 7 8.5%

賞味期限延長 32 43.8% 1 14.3% 0 0.0% 33 40.2%

小分け包装 13 17.8% 0 0.0% 0 0.0% 13 15.9%

その他 4 5.5% 0 0.0% 0 0.0% 4 4.9%

積載効率向上 37 50.7% 0 0.0% 1 50.0% 38 46.3%

段ボール箱の寸法見直し 29 39.7% 1 14.3% 1 50.0% 31 37.8%

共同配送 31 42.5% 0 0.0% 0 0.0% 31 37.8%

モーダルシフト 31 42.5% 1 14.3% 0 0.0% 32 39.0%

梱包方法見直し 11 15.1% 0 0.0% 0 0.0% 11 13.4%

その他 8 11.0% 0 0.0% 0 0.0% 8 9.8%

商品への環境情報提示 25 34.2% 0 0.0% 0 0.0% 25 30.5%

有機溶剤含有量低減（水性インク使用など） 12 16.4% 0 0.0% 0 0.0% 12 14.6%

LCAの導入 10 13.7% 0 0.0% 0 0.0% 10 12.2%

食品容器包装における有機溶剤使用量の削減 8 11.0% 1 14.3% 0 0.0% 9 11.0%

高機能包材（ロングライフ化など） 9 12.3% 0 0.0% 0 0.0% 9 11.0%

その他 2 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 2.4%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

全体

⑥物流効率化

⑦その他

大企業 中小企業 不詳

①原材料の調達

②容器包装のリデュース

③容器包装のリユース

④容器包装のリサイクル・廃棄

⑤食品ロス削減
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業種別に取り組み内容を比較すると、「容器包装のリデュース」（79 件・92.9％）は業種に

限らず 9 割以上と高い割合で取り組まれている。 

小売事業者では、「容器包装のリサイクル・廃棄」（4 件・44.4％）の回答割合が他の 2 業

種より低い一方、「容器包装のリデュース」（9 件・100％）、「物流効率化」（9 件・100％）は

全事業者が取り組んでいる。 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」においても、食品製造事業者全体と概ね同じ傾向を示し、業種による取り組み

内容の顕著な違いは見られなかった。 

 
図 1-12 業種別取り組み内容 

 

表 1-18 業種別取り組み内容 

 

 

(4) 代表的な取り組み事例代表的な取り組み事例代表的な取り組み事例代表的な取り組み事例 

環境に配慮した食品容器包装設計の代表的な取り組み事例について、詳細を伺った。文献

及びインターネットの調査を通じて収集した事例とともに、事業者別に個票形式で整理した。

なお、事業者別の個票は巻末に示す。 

1）事例のとりまとめにおける考え方事例のとりまとめにおける考え方事例のとりまとめにおける考え方事例のとりまとめにおける考え方 

とりまとめにあたっては、消費者にとって事業者の取り組みについて理解が深められるよ

う、また事業者にとって他社の事例が自社の取り組み促進の参考となるよう、事業者の業種

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装のリデュース 23 92.0% 47 92.2% 9 100.0% 79 92.9%

物流効率化 16 64.0% 39 76.5% 9 100.0% 64 75.3%

容器包装のリサイクル・廃棄 18 72.0% 35 68.6% 4 44.4% 57 67.1%

原材料の調達 18 72.0% 30 58.8% 0 0.0% 48 56.5%

食品ロス削減 9 36.0% 25 49.0% 5 55.6% 39 45.9%

容器包装のリユース 8 32.0% 21 41.2% 4 44.4% 33 38.8%

その他 15 60.0% 22 43.1% 3 33.3% 40 47.1%

問１で取り組みをしている事業者 25 100.0% 51 100.0% 9 100.0% 85 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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別（食料品製造業、飲料製造業、小売業、容器包装製造業）、容器包装の素材別（ガラスび

ん、PET ボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装、アルミ・スチール、その他素

材）、3Ｒや食品ロスの削減等の取り組み項目別（環境配慮設計（3R）、環境配慮設計（3R

以外）、 その他環境配慮）に整理した。取り組み項目の詳細な分類基準を図 1-19 に示す。 

 

表 1-19 取り組み項目の分類基準 

取り組み項目 具体の取り組み内容 

環境配慮設計（3R） リデュース � 軽量化・薄肉化・小型化 

� 簡素化 

� 減容化 

� その他 

 リユース � 詰め替え 

� リターナブルびんの採用 

� その他 

 リサイクル � 易リサイクル化 

� リサイクルの推進 

� その他 

環境配慮設計（3R 以

外） 

食品ロスの削減 � 賞味期限の延長 

� 小分け包装 

� その他 

 CO2 排出削減（うち容

器包装設計に係るも

の） 

� 輸送時の環境負荷低減（積載率向上、梱包方法見

直しなど） 

� 量り売り 

� 梱包のダウンサイジング、ダウンウェイティング 

� バイオマス製品の採用 

� 通い箱の導入 

 素材の変更等 � リサイクル素材の使用 

� 環境ラベルの取得、表示 

� 枯渇性資源から再生可能資源への切替 

� その他 

その他環境配慮 CO2 排出削減（うち容

器包装設計に係らな

いもの） 

� 輸送時の環境負荷低減（モーダルシフト、共同配

送など） 

� 調理時のエネルギー使用量削減 

 その他 � 商品への環境情報の提示 

� LCA の導入 

� 環境に配慮した容器包装設計指針等の導入 

� ISO・環境ラベル等の各種企画の認定 

� その他 

2）事例の傾向事例の傾向事例の傾向事例の傾向 

今回収集・整理した各社の取り組み事例について、業種別・素材別にみると

2
、食料品製

造業では、プラスチック製容器包装が 63 件と最も多く、次いで紙製容器包装 29 件、その他

                                                        
2 同一企業で、同一素材で同一の取り組み項目が実施されている場合を、1 件としてカウントした。また、

「環境に廃書した容器包装設計指針等の導入」など、素材が限定されない幅広い取り組みについては、「そ

の他」素材としてカウントした。 
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29 件であった。飲料製造業では、プラスチック製容器包装が 22 件と最も多く、次いで PET

ボトル 17 件、ガラスびん 13 件であった。小売業（主に外食業）では、紙製容器包装が 5

件と最も多く、次いでプラスチック製容器包装 2 件である。容器包装製造業では、プラスチ

ック製容器包装が 9 件と最も多く、次いでその他 5 件であった（図 1-13～図 1-16）。 

業種により使用頻度の高い素材は異なる。例えば飲料製造業であれば、プラスチック製容

器包装であるキャップ・シュリンクラベルや PET ボトルはよく利用される素材であり、リ

デュース（主に軽量化・薄肉化・小型化や簡素化など）、リサイクル（主に易サイクル化や

廃棄時の分別情報の提示など）等、多くの取り組みが主流となっており、取り組みによる効

果も出やすいと言える。このように、いずれの業種においても、最も利用することが多い素

材において取り組みが多くなる傾向が見られており、積極的な環境配慮設計の導入により削

減努力を行っていることがわかる。 

 

 
図 1-13 業種別・素材別取り組み件数（食料品製造業 N=46） 

 

 
図 1-14 業種別・素材別取り組み件数（飲料製造業 N=21） 
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図 1-15 業種別・素材別取り組み件数（小売業 N=6） 

 

 
図 1-16 業種別・素材別取り組み件数（容器包装製造業 N=13） 

 

次に業種別に、素材別・取り組み項目別（詳細）の内訳をみてみると、食料品製造業では

特にプラスチック製容器包装におけるリデュースの取り組み事例が最も多かった。また、リ

デュース以外の 3R や 3R 以外の環境配慮設計の取り組み事例も様々な素材でみられたこと

から、3R だけでなく他の取り組みにも目が向けられていることがわかる。特に、輸送時の

環境負荷低減（モーダルシフトや共同配送など）や環境に配慮した容器包装設計指針等の導

入といった取り組みは、近年増加傾向にあり、今後さらなる導入促進が期待されるところで

ある（図 1-17）。 

飲料製造業では、PET ボトル、紙製容器包装におけるリデュースやプラスチック製容器

包装のリデュース、リサイクルの取り組み事例が多くみられた。ガラスびんでは、業種特性

としてリターナブルびんの導入を推奨していることからリユースの取り組みが他の業種と

比較して多くなっている。また、食料品製造業と同様に、3R 以外の取り組み事例も多く、

環境配慮全般に取り組んでいる傾向がみられた（図 1-18）。 
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小売業では、外食業の事例が多いかったことが影響し、提供時によく使用される素材の取

り組みが多く見られた。紙製容器包装では素材の変更やリサイクルの事例が、プラスチック

製容器包装ではリデュース、リユースの事例がみられた（図 1-19）。なお、紙製容器包装に

おける素材の変更とは、間伐材を利用した紙製容器包装への変更や、FSC 認証木材を使用

した紙製容器包装への変更、また、アルミ、スチールやプラスチックから紙への素材の変更

などがある。 

容器包装製造業では、プラスチック製容器包装における CO2 排出削減（容器包装設計に

係るもの）やリデュース、リサイクルの事例が、アルミ・スチールでは缶のリデュースの事

例がみられた（図 1-20）。素材の違いによって取り組み種類の傾向が異なることがみてとれ

る。 

 
図 1-17 素材別・取り組み項目別の取り組み件数（食料品製造業） 
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図 1-18 素材別・取り組み項目別の取り組み件数（飲料製造業） 
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図 1-19 素材別・取り組み項目別の取り組み件数（小売業） 
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図 1-20 素材別・取り組み項目別の取り組み件数（容器包装製造業） 

3）事例詳細事例詳細事例詳細事例詳細 

食料品製造業、飲料製造業、小売業、容器包装製造業の各事業者の取り組み事例を、表 1-19

の分類基準によりとりまとめた事例集は、巻末に示すとおりである。なお、掲載許可をいた

だけた事業者の事例のみ掲載することとする。 
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(5) 環境配慮設計の自主基準等の設定の有無環境配慮設計の自主基準等の設定の有無環境配慮設計の自主基準等の設定の有無環境配慮設計の自主基準等の設定の有無 

食品容器包装の環境配慮設計の自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の設定

の有無では、取り組みを実施していると回答した事業者の約 4 割が設定している（32 件・

39.0％）。企業規模による顕著な差は表れなかった。 

 

 
図 1-21 規模別環境配慮設計の自主基準等の設定の有無 

 

表 1-20 規模別環境配慮設計の自主基準等の設定の有無 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

設定している 30 41.1% 2 28.6% 0 0.0% 32 39.0%

設定していない 43 58.9% 5 71.4% 1 50.0% 49 59.8%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 1 1.2%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に比較すると、食品製造事業者が「設定している」（24 件・46.2％）割合は他の 2

業種に比べて高い一方、小売事業者で「設定している」事業者は 1 件（11.1％）のみであっ

た。 

 
図 1-22 業種別環境配慮設計の自主基準等の設定の有無 

 

表 1-21 業種別環境配慮設計の自主基準等の設定の有無 

 

 

環境配慮した食品容器包装設計の取り組みについて、明確に基準を定めて実施している企

業は 4 割弱に過ぎず、自主基準等を設定している割合が比較的高い食品製造事業者において

も 5 割弱に留まった。 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」においては、「清涼飲料水製造業」と「菓子製品製造業」で設定している事業

者が半数を超え、食品製造事業者全体と比較して設定している割合が高い結果を示した。 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

設定している 8 32.0% 24 46.2% 1 11.1% 33 38.4%

設定していない 17 68.0% 27 51.9% 7 77.8% 51 59.3%

無回答 0 0.0% 1 1.9% 1 11.1% 2 2.3%

問１で取り組みをしている事業者 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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(6) 取り組み内容の代表的な事例取り組み内容の代表的な事例取り組み内容の代表的な事例取り組み内容の代表的な事例 

食品容器包装の環境配慮設計の自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等を「設

定している」と回答した事業者に対して、その内容と公表の有無を伺った。 

1）自主基準、ガイドラインあるいは自主基準、ガイドラインあるいは自主基準、ガイドラインあるいは自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等で決められている内容規格適合等で決められている内容規格適合等で決められている内容規格適合等で決められている内容 

自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等で決められている内容では、「3R」（26

件・78.8％）が最も多く、「有害物質」（20 件・60.6％）、「CO2 排出量」（18 件・54.5％）、「廃

棄適正」（16 件・48.5％）と続く。 

 
図 1-23 規模別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等で決められている内容 
 

表 1-22 規模別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等で決められている内容 

 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

３Ｒ 24 80.0% 1 50.0% 0 - 25 78.1%

有害物質 20 66.7% 0 0.0% 0 - 20 62.5%

ＣＯ２排出量 16 53.3% 1 50.0% 0 - 17 53.1%

廃棄適正 16 53.3% 0 0.0% 0 - 16 50.0%

積載効率 7 23.3% 0 0.0% 0 - 7 21.9%

容積率 5 16.7% 0 0.0% 0 - 5 15.6%

原単位 7 23.3% 0 0.0% 0 - 7 21.9%

その他 4 13.3% 0 0.0% 0 - 4 12.5%

問２（５）で設定している事業者 30 100.0% 2 100.0% 0 - 32 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に見ると、「3R」は容器包装製造業（6 件・75.5％）、食品製造事業者（20 件・83.3％）

とどちらも高い割合で内容に盛り込まれている。容器包装製造業では「有害物質」（7 件・

87.5％）と「CO2 排出量」（7 件・87.5％）が同数で最も高い内容となっている。 

食品製造事業者で回答数の多かった「清涼飲料水製造業」、「菓子製品製造業」においても、

食品製造事業者全体と概ね同じ傾向を示し、業種による取り組み内容の顕著な違いは見られ

なかった。 

 

 

図 1-24 業種別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等で決められている内容 
 

表 1-23 業種別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等で決められている内容 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

３Ｒ 6 75.0% 20 83.3% 0 0.0% 26 78.8%

有害物質 7 87.5% 13 54.2% 0 0.0% 20 60.6%

ＣＯ２排出量 7 87.5% 11 45.8% 0 0.0% 18 54.5%

廃棄適正 5 62.5% 11 45.8% 0 0.0% 16 48.5%

積載効率 0 0.0% 7 29.2% 0 0.0% 7 21.2%

容積率 0 0.0% 5 20.8% 0 0.0% 5 15.2%

原単位 1 12.5% 6 25.0% 0 0.0% 7 21.2%

その他 0 0.0% 3 12.5% 1 100.0% 4 12.1%

問２（５）で設定している事業者 8 100.0% 24 100.0% 1 100.0% 33 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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2）自主基準、ガイドラインあるいは自主基準、ガイドラインあるいは自主基準、ガイドラインあるいは自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の公表規格適合等の公表規格適合等の公表規格適合等の公表 

食品容器包装の環境配慮設計の自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の設定

をしている事業者のうち、その公表状況は、「公表していない」（17 件・53.1％）、「公表する

予定である」（1 件・3.1％）を合わせて過半数の事業者は現在公表していない。一方、大企

業の半数近く（46.7%）は公表している。 

 

 
図 1-25 規模別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の公表 

 

表 1-24 規模別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の公表 

 
 

業種別に見ると、容器包装製造業は他の業種に比較して「公表している」（3 件・37.5％）

割合が若干低いが、業種別で大きな差はない結果となった。 

食品製造事業者で回答数の多かった「清涼飲料水製造業」、「菓子製品製造業」においては、

「公表している」割合が食品製造事業者全体と比較して低いという傾向を示した。 

 
図 1-26 業種別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の公表 

 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

公表している 14 46.7% 0 0.0% 0 - 14 43.8%

公表する予定である 1 3.3% 0 0.0% 0 - 1 3.1%

公表していない 15 50.0% 2 100.0% 0 - 17 53.1%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 - 0 0.0%

問２（５）で設定している事業者 30 100.0% 2 100.0% 0 - 32 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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表 1-25 業種別自主基準、ガイドラインあるいは ISO 規格適合等の公表 

 

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

公表している 3 37.5% 10 41.7% 1 100.0% 14 42.4%

公表する予定である 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.0%

公表していない 4 50.0% 14 58.3% 0 0.0% 18 54.5%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

問２（５）で設定している事業者 8 100.0% 24 100.0% 1 100.0% 33 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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1.3.5 問３．問３．問３．問３．3R 及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを実施している事業者について、３Ｒ及び環

境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項について伺った。 

３Ｒ及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項では、「容器包装

の本来の役割である中身製品の保護や安全・安心の確保の観点で、これ以上の軽量化や小型

化等は難しい【技術面】」（57 件・69.5％）と回答した事業者が最も多く、「素材の変更や製

造ラインの変更等により、ランニングコストが上昇する【コスト面】」（45 件・54.9％）、「自

社のみでの技術開発・改良には限界がある【技術面】」（40 件・48.8％）、「技術開発・改良な

どに多くの投資を必要とする（イニシャルコスト）【コスト面】」（38 件・46.3％）と続く。 

一方で、「取り組みを行うための人員を確保することが難しい【体制面】」（14 件・17.1％）、

「社内の部門を超えて取り組みとなるため、部門間の調整や打診、根回しといった合意形成

が難しい【体制面】」（12 件・14.6％）と回答した事業者はどちらも 15％程度と少なかった。 

 

 
図 1-27 規模別 3R 及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項 
 

表 1-26 規模別 3R 及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項 
 

 
 

体制面よりも、技術面やコスト面に阻害要因があることが伺える。特に技術面では、現状

以上の軽量化や小型化は難しいと考えている事業者が多いといえる。薄肉化に関しては、衝

撃吸収性や酸素バリア性などの機能面に注目が集まり、それ以外では薄さに限界に近づいて

おり、リサイクルや輸送効率の向上、食品ロス削減などにシフトしていく可能性が考えられ

る。 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装の本来の役割である中身製品の保護

や安全・安心の確保の観点で、これ以上の軽量

化や小型化等は難しい【技術面】

51 69.9% 4 57.1% 2 100.0% 57 69.5%

素材の変更や製造ラインの変更等により、ランニ

ングコストが上昇する【コスト面】

42 57.5% 2 28.6% 1 50.0% 45 54.9%

自社のみでの技術開発・改良には限界がある

【技術面】

37 50.7% 3 42.9% 0 0.0% 40 48.8%

技術開発・改良などに多くの投資を必要とする（イ

ニシャルコスト）【コスト面】

33 45.2% 5 71.4% 0 0.0% 38 46.3%

社内の部門を超えて取り組みとなるため、部門間

の調整や打診、根回しといった合意形成が難しい

【体制面】

14 19.2% 0 0.0% 0 0.0% 14 17.1%

取り組みを行うための人員を確保することが難し

い【体制面】

12 16.4% 0 0.0% 0 0.0% 12 14.6%

その他 7 9.6% 0 0.0% 0 0.0% 7 8.5%

問１で取り組みをしている事業者 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に見ると、食品製造事業者では、「容器包装の本来の役割である中身製品の保護や

安全・安心の確保の観点で、これ以上の軽量化や小型化等は難しい【技術面】」（38 件・73.1％）

と回答した割合が他の業種に比較して最も多かった。 

小売事業者は「社内の部門を超えて取り組みとなるため、部門間の調整や打診、根回しと

いった合意形成が難しい【体制面】」（2 件・22.2％）となり他の業種と比較して合意形成が

難しいと回答した事業者が多かった。反対にそれ以外の理由を挙げる小売事業者は他の業種

よりも回答割合が小さい結果となった。 

一方、容器包装製造業は、「社内の部門を超えて取り組みとなるため、部門間の調整や打

診、根回しといった合意形成が難しい【体制面】」（3 件・12.0％）を回答した割合が最も小

さく、それ以外の課題が全体的に高いという結果を示した。 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」では、「乳及び乳製品製造業」において「容器包装の本来の役割である中身製

品の保護や安全・安心の確保の観点で、これ以上の軽量化や小型化等は難しい【技術面】」

と回答する事業者が 9 割であり、食品製造事業者全体と比べて高い傾向を示した。反対に「清

涼飲料水製造業」、「菓子製品製造業」では、食品製造事業者全体と比べて低い傾向を示した。 

 

 
図 1-28 業種別 3R 及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項 

 

表 1-27 業種別 3R 及び環境配慮設計に取り組むにあたって阻害要因と考えられる事項 

 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装の本来の役割である中身製品の保護

や安全・安心の確保の観点で、これ以上の軽量

化や小型化等は難しい【技術面】

17 68.0% 38 73.1% 5 55.6% 60 69.8%

素材の変更や製造ラインの変更等により、ランニ

ングコストが上昇する【コスト面】

14 56.0% 28 53.8% 4 44.4% 46 53.5%

自社のみでの技術開発・改良には限界がある

【技術面】

13 52.0% 24 46.2% 4 44.4% 41 47.7%

技術開発・改良などに多くの投資を必要とする（イ

ニシャルコスト）【コスト面】

13 52.0% 25 48.1% 1 11.1% 39 45.3%

社内の部門を超えて取り組みとなるため、部門間

の調整や打診、根回しといった合意形成が難しい

【体制面】

3 12.0% 10 19.2% 2 22.2% 15 17.4%

取り組みを行うための人員を確保することが難し

い【体制面】

5 20.0% 8 15.4% 0 0.0% 13 15.1%

その他 2 8.0% 4 7.7% 1 11.1% 7 8.1%

問１で取り組みをしている事業者 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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1.3.6 問４．問４．問４．問４．さらなるさらなるさらなるさらなる 3R 及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを実施している事業者について、さらなる３

Ｒ及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項を伺った。 

さらなる 3R 及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項では、「容器包装メー

カーからの積極的な提案」（60 件・73.2％）、「消費者の更なる理解」（54 件・65.9％）の 2

項目の回答が半数を超え、「他社の取組事例の提供」（36 件・43.9％）、「食品製造業、小売業

者からの積極的な提案」（30 件・36.6％）、「技術開発・技術改良に対する国からの補助金等

の支援制度導入」（23 件・28.0％）、「複数事業者が連携した取組検討」（22 件・26.8％）、「導

入コストの支援や融資制度の導入」（21 件・25.6％）、「取組導入時に参考となるマニュアル

等の提供」（13 件・15.9％）、「取り組みに係る意匠・特許情報の提供」（11 件・13.4％）と続

く。 

 

 
図 1-29 規模別さらなる 3R 及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項 

 

表 1-28 規模別さらなる 3R 及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装メーカーからの積極的な提案 56 76.7% 3 42.9% 1 50.0% 60 73.2%

消費者の更なる理解 49 67.1% 4 57.1% 1 50.0% 54 65.9%

他社の取組事例の提供 34 46.6% 0 0.0% 2 100.0% 36 43.9%

食品製造業、小売業者からの積極的な提

案

29

39.7%

1

14.3%

0

0.0%

30

36.6%

技術開発・技術改良に対する国からの補助

金等の支援制度導入

22

30.1%

1

14.3%

0

0.0%

23

28.0%

導入コストの支援や融資制度の導入 19 26.0% 2 28.6% 0 0.0% 21 25.6%

複数事業者が連携した取組検討 21 28.8% 1 14.3% 0 0.0% 22 26.8%

取組導入時に参考となるマニュアル等の提

供

13

17.8%

0

0.0%

0

0.0%

13

15.9%

取り組みに係る意匠・特許情報の提供 10 13.7% 1 14.3% 0 0.0% 11 13.4%

その他 4 5.5% 0 0.0% 0 0.0% 4 4.9%

取り組みをしている 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体
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業種別に見ると、食品製造事業者では、「消費者の更なる理解」（31 件・59.6％）と回答し

た割合が他の業種と比較して低い結果を示した。 

「容器包装メーカーからの積極的な提案」が効果的と考える食品製造事業者（44 件・

84.6％）、小売事業者（8 件・88.9％）はともに他の全ての事項よりも高い結果を示した。 

「他社の取り組み事例」は食品製造事業者（25 件・48.1％）、小売事業者（7 件・77.8％）で

回答割合が半数程度になるが、容器包装製造業（9 件・36.0％）は他の業種より低い結果を

示した。 

 
図 1-30 業種別さらなる 3R 及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項 

 

表 1-29 業種別さらなる 3R 及び環境配慮設計促進に向けて効果的と思われる事項 
 

 
食品製造事業者は、容器包装の環境配慮設計について容器包装メーカーからの提案を望ん

でいる。また、業種に限らず消費者の更なる理解が進むことが望まれている。 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」では、「乳及び乳製品製造業」において回答した全社が「容器包装メーカーか

らの積極的な提案」と回答し、前設問と合わせて技術的困難さ強く感じており容器包装メー

カーからの提案を期待していることが伺える。また、「技術開発・技術改良に対する国から

の補助金等の支援制度導入」や「導入コストの支援や融資制度の導入」の回答割合も食品製

造事業者全体と比べて高い傾向を示した。「清涼飲料水製造業」、「菓子製品製造業」では、

食品製造事業者全体と比べて顕著な違いは見られなかった。  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装メーカーからの積極的な提案 11 44.0% 44 84.6% 8 88.9% 63 73.3%

消費者の更なる理解 18 72.0% 31 59.6% 7 77.8% 56 65.1%

他社の取組事例の提供 9 36.0% 25 48.1% 5 55.6% 39 45.3%

食品製造業、小売業者からの積極的な提

案

13

52.0%

13

25.0%

4

44.4%

30

34.9%

技術開発・技術改良に対する国からの補助

金等の支援制度導入

8

32.0%

13

25.0%

3

33.3%

24

27.9%

複数事業者が連携した取組検討 8 32.0% 13 25.0% 3 33.3% 24 27.9%

導入コストの支援や融資制度の導入 6 24.0% 14 26.9% 2 22.2% 22 25.6%

取組導入時に参考となるマニュアル等の提

供

2

8.0%

10

19.2%

2

22.2%

14

16.3%

取り組みに係る意匠・特許情報の提供 2 8.0% 9 17.3% 1 11.1% 12 14.0%

その他 1 4.0% 3 5.8% 0 0.0% 4 4.7%

取り組みをしている 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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1.3.7 問５．問５．問５．問５．環境配慮設計に係る関係者間の情報共有に関する課題についての対応環境配慮設計に係る関係者間の情報共有に関する課題についての対応環境配慮設計に係る関係者間の情報共有に関する課題についての対応環境配慮設計に係る関係者間の情報共有に関する課題についての対応方法方法方法方法 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを実施している事業者について、環境配慮設

計に係る関係者間（容器包装メーカー、卸・小売、消費者、市町村、リサイクラー等）の情

報共有に関する課題についての対応方法を伺った。 

環境配慮設計に係る関係者間の情報共有に関する課題についての対応方法では、「業界団

体との情報共有」（50 件・61.0％）、「HP 掲載」（47 件・57.3％）が半数を超えた。 

なお、啓蒙活動については、必要性を認識している事業者は多いものの、実践できている

事業者は限定的であり、その担い手を外部に求める例もみられた。 

 

 
図 1-31 規模別関係者間の情報共有に関する課題についての対応方法 

 

表 1-30 規模別関係者間の情報共有に関する課題についての対応方法 
 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

業界団体との情報共有 44 60.3% 4 57.1% 2 100.0% 50 61.0%

HP掲載 46 63.0% 1 14.3% 0 0.0% 47 57.3%

啓蒙活動（出前授業、勉強会、展示会等） 27 37.0% 0 0.0% 0 0.0% 27 32.9%

パンフレット作成 19 26.0% 1 14.3% 0 0.0% 20 24.4%

その他 12 16.4% 0 0.0% 0 0.0% 12 14.6%

取り組みをしている 73 100.0% 7 100.0% 2 100.0% 82 100.0%

大企業 中小企業 不詳 全体



 

 1-35 
 

業種別に比較すると、容器包装製造業者は他の業種に比較して、「業界団体との情報共有」

（13 件・56.5％）よりも、「HP 掲載」（15 件・65.2％）や「パンフレット作成」（11 件・47.8％）、

「啓蒙活動」（10 件・43.5％）といった会社単独での対応方法をとる事業者の割合が高かっ

た。 

食品製造事業者で回答数の多かった「乳及び乳製品製造業」、「清涼飲料水製造業」、「菓子

製品製造業」では、食品製造事業者全体と比べて業種別の特徴は見られなかった。 

 

 
図 1-32 業種別関係者間の情報共有に関する課題についての対応方法 

 

表 1-31 業種別関係者間の情報共有に関する課題についての対応方法 
 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

業界団体との情報共有 13 56.5% 28 59.6% 6 66.7% 47 59.5%

HP掲載 15 65.2% 24 51.1% 4 44.4% 43 54.4%

啓蒙活動（出前授業、勉強会、展示会等） 10 43.5% 15 31.9% 1 11.1% 26 32.9%

パンフレット作成 11 47.8% 7 14.9% 0 0.0% 18 22.8%

その他 1 4.3% 8 17.0% 2 22.2% 11 13.9%

取り組みをしている 25 100.0% 52 100.0% 9 100.0% 86 100.0%

容器包装製造業 食品製造事業者 小売事業者 全体
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1.3.8 問６．問６．問６．問６．3R 及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因 

環境に配慮した容器包装設計の取り組みをしていない事業者に対して、3R 及び環境配慮

設計に取り組むための課題・阻害要因の有無と理由を伺った。 

(1) 食品容器の環境配慮に関する食品容器の環境配慮に関する食品容器の環境配慮に関する食品容器の環境配慮に関する取り組み取り組み取り組み取り組み項目について課題・阻害要因項目について課題・阻害要因項目について課題・阻害要因項目について課題・阻害要因の有無の有無の有無の有無 

食品容器の環境配慮に関する取り組み項目について課題・阻害要因の有無では、「軽量化」

（8 件・53.3％）を挙げる事業者が最も多く、次いで「簡素化」（3 件・20.0％）、「商品自体

の改善」（3 件・20.0％）、「易リサイクル化」（3 件・20.0％）が挙げられた。 

 

 
図 1-33 規模別３Ｒ及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因の有無 

 

表 1-32 規模別３Ｒ及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因の有無 
 

 
 

  

（１）食品容器の環境配慮に関する取組項目について課題・阻害要因がある

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

軽量化 8 53.3% 4 66.7% 4 44.4%

簡素化 3 20.0% 2 33.3% 1 11.1%

商品自体の改善 3 20.0% 2 33.3% 1 11.1%

その他　 2 13.3% 1 16.7% 1 11.1%

減容化 1 6.7% 1 16.7% 0 0.0%

詰め替え 1 6.7% 1 16.7% 0 0.0%

その他　 1 6.7% 1 16.7% 0 0.0%

易リサイクル化 3 20.0% 2 33.3% 1 11.1%

その他　 2 13.3% 1 16.7% 1 11.1%

リサイクルの推進 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

リサイクル素材の使用 3 20.0% 1 16.7% 2 22.2%

環境ラベルの取得、表示等 1 6.7% 1 16.7% 0 0.0%

ＬＣＡ、ＬＣＩによる環境負荷低減効果の証明 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

枯渇性資源から再生可能資源への切替 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

高機能包材（ロングライフ化など） 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他の環境配慮 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

問１で取り組みをしていない事業者 15 100.0% 6 100.0% 9 100.0%

④その他の環境配慮

大企業 中小企業全体

①リデュース

②リユース

③リサイクル
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(2) 食品容器の環境配慮に関する食品容器の環境配慮に関する食品容器の環境配慮に関する食品容器の環境配慮に関する取り組み取り組み取り組み取り組み項目について課題・阻害要因項目について課題・阻害要因項目について課題・阻害要因項目について課題・阻害要因の理由の理由の理由の理由 

食品容器の環境配慮に関する取り組み項目について課題・阻害要因の理由では、最も多く

挙げられた「軽量化」においては、「技術面での課題（製品の品質を保持することが難しい 

等）」（4 件・50.0％）と「体制面での課題（取り組みを行うための体制が整わない（従業員

数・部署間の連携 等））」（4 件・50.0％）が同数で挙げられた他、「コスト面での課題（取

り組みを行うためにはコスト（原材料費、機械器具費、物流費、人件費等）がかかる 等）」

（2 件・25.0％）も挙げる事業者があった。 

 
図 1-34 3R 及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因の理由 

 

表 1-33 3R 及び環境配慮設計に取り組むための課題・阻害要因の理由 

 

  

合計

（１）食品容器の環境配慮に関する取組項目について課題・阻害要因がある（２）（１）で○をつけた項目について該当する理由

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

軽量化 8 53.3% 4 50.0% 4 50.0% 2 25.0% 2 25.0%

簡素化 3 20.0% 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3%

商品自体の改善 3 20.0% 2 66.7% 1 33.3% 2 66.7% 1 33.3%

その他　 2 13.3% 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 1 50.0%

減容化 1 6.7% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0%

詰め替え 1 6.7% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0%

その他　 1 6.7% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

易リサイクル化 3 20.0% 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0%

その他　 2 13.3% 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 2 100.0%

リサイクルの推進 0 0.0% 0 - 0 - 0 - 0 -

リサイクル素材の使用 3 20.0% 1 33.3% 2 66.7% 0 0.0% 2 66.7%

環境ラベルの取得、表示等 1 6.7% 1 100.0% 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0%

ＬＣＡ、ＬＣＩによる環境負荷低減効果の証明 0 0.0% 0 - 0 - 0 - 0 -

枯渇性資源から再生可能資源への切替 0 0.0% 0 - 0 - 1 - 0 -

高機能包材（ロングライフ化など） 0 0.0% 0 - 0 - 0 - 0 -

その他の環境配慮 0 0.0% 0 - 0 - 0 - 0 -

問１で取り組みをしていない事業者 15 100.0%

技術面での課題（製品の

品質を保持することが難

しい　等）

体制面での課題（取り組

みを行うための体制が整

わない（従業員数・部署

間の連携　等）

コスト面での課題（取り組

みを行うためにはコスト

（原材料費、機械器具

費、物流費、人件費等）

がかかる　等）

その他の課題

①リデュース

②リユース

③リサイクル

④その他の環境配慮
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1.3.9 問７．問７．問７．問７．3R 及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項 

環境に配慮した容器包装設計の取り組みをしていない事業者に対して、3R 及び環境配慮

設計に取り組むために効果的と思われる事項を伺った。 

3R 及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項では、「容器包装メーカーか

らの積極的な提案」（7 件・46.7％）が最も多く、次いで「他社の取組事例の提供」（5 件 33.3％）、

「消費者の更なる理解」（3 件・20.0％）、「食品製造業、小売業者からの積極的な提案」（2

件・13.3％）、「導入コストの支援や融資制度の導入」（2 件・13.3％）、「取組導入時に参考と

なるマニュアル等の提供」（2 件・13.3％）、「複数事業者が連携した取組検討」（1 件・6.7％）、

「その他」（1 件・6.7％）が挙げられた。 

 

 
図 1-35 規模別 3R 及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項 

 

表 1-34 規模別 3R 及び環境配慮設計に取り組むために効果的と思われる事項 

 
 

  

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

容器包装メーカーからの積極的な提案 5 83.3% 2 22.2% 7 46.7%

他社の取組事例の提供 3 50.0% 2 22.2% 5 33.3%

消費者の更なる理解 3 50.0% 0 0.0% 3 20.0%

食品製造業、小売業者からの積極的な提案 1 16.7% 1 11.1% 2 13.3%

導入コストの支援や融資制度の導入 0 0.0% 2 22.2% 2 13.3%

取組導入時に参考となるマニュアル等の提供 1 16.7% 1 11.1% 2 13.3%

複数事業者が連携した取組検討 1 16.7% 0 0.0% 1 6.7%

取り組みに係る意匠・特許情報の提供 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

技術開発・技術開発に対する国からの補助金等の支援制度導入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 0 0.0% 1 11.1% 1 6.7%

問１で取り組みをしていない事業者 6 100.0% 9 100.0% 15 100.0%

大企業 中小企業 全体



 

 1-39 
 

1.3.10 問８．問８．問８．問８．その他意見その他意見その他意見その他意見 

その他意見として、以下のような意見が挙げられた。 

環境に配慮した食品容器包装に対する消費者の理解向上に関する指摘や、取り組むべき

「環境」の定義に関する指摘が目立った。 

 

【容器包装製造業】 

� 消費者の容器包装の環境面に対する理解を高め、更に消費行動につなげるためには、

小売業の売り場や広告でのコミュニケーションが大変重要。そのコミュニケーション

のコンテンツを積極的に情報提供していくことが、容器包装製造事業者の大きな役割

である。 

� 食品容器の製造はしているが、素材、容器の形状等の設計に関わる部分はお客様の指

示に基づくものであり、環境に配慮した設計を当社独自のアイディアとして提案する

ことができない。 

� 環境に配慮した設計については、定義が時代により変化しており、過去には、食品容

器素材として、プラスチック原料を減らし、タルク等を多く含有した、容器用シート

を環境に配慮した素材として提案してきたが、現在では易リサイクルのために、複合

素材から単一素材にすることが環境に配慮した素材（設計）といわれてきている。時

代とともに、環境への配慮の形がかわっていくことにあわせた、素材、容器の設計に

追いつくための努力と環境整備が必要。 

 

【食品製造事業者】 

� 容器包装の材質が環境に与える影響が不明確で、実際に環境に配慮しているかどうか

判断が難しい。 

� 容器包装の環境配慮については独自のモニター調査やお客様相談センターなどに寄

せられる情報をもとに商品パッケージの改良に努めているが、消費者に伝えることは

商品自体のことが中心となり、容器包装については企業単位ではその工夫の訴求が十

分とは言えない。 

� 自治体・消費者・企業（事業者）が連携する取り組みとして九都県市容器包装ダイエ

ットキャンペーンのような取り組みが容器包装に係る利害関係者のコミュニュケー

ション進展のヒントになると考える。 

� 「食品」の特性から容器包装のリユース、リサイクルには取り組みにくく、主たる取

り組みとしてはリデュースとなるが、中身製品の安全安心を考えると更なる削減は難

しい。 

� 少子高齢化社会からの要求として小分け包装も望まれている現状を考えると、包装資

材の量の更なる削減は増々困難。 

� 消費者への教育・啓蒙が進み、消費者が商品の選択の際にメーカーの容器包装に対す

る取り組み姿勢や努力が大きく反映されるような世の中になれば企業の更なる努力

を引き出せると思われる。 

� 環境に配慮した容器包装の導入は、消費者のご理解が欠かせない。環境に配慮した容

器包装が訴求ポイントとなり、お手に取って頂く機会が増えるかというと、なかなか

結果に結びつきにくいという認識。差別化の難しいカテゴリなので、業界全体で取り
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組んでいくことも重要。 

昨今の傾向として、個包装化や小型化は進んでいるが、商品保護のための包材はなかなか

減らすことが出来ない状況がある。どうしても口どけの良い食感の物が好まれる中、流通過

程で破損させることはクレームに繋がることにもなるので、商品保護の観点から包材を使う

傾向にある。 

ペットボトル廃棄時における資源リサイクルの効率的なシステム化が必要。 

日本においては衛生面の基準が厳しくなってきており、３Ｒのハードルも高くなってきて

いる様に思える。国内での流通をすべきだがリサイクル材の使用が進展しづらい。 
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2． 食品容器包装の環境に配慮した設計促進に向けた課題分析等調査食品容器包装の環境に配慮した設計促進に向けた課題分析等調査食品容器包装の環境に配慮した設計促進に向けた課題分析等調査食品容器包装の環境に配慮した設計促進に向けた課題分析等調査 

環境に配慮した食品容器包装の設計基準を定め、導入の促進を図っている企業は一部の

大企業に限られているという現状から、環境配慮設計が広く中堅企業・中小企業にも浸透

していくフェーズに移行するための課題を明確化するために、インタビュー調査を実施し

た。インタビュー調査では、取り組みの現状や、環境配慮設計を広めるために必要なこと

などについて把握した。 

 

2.1 インタビュー調査実施の概要インタビュー調査実施の概要インタビュー調査実施の概要インタビュー調査実施の概要 

環境に配慮した食品容器包装の取り組みの現状等を把握するため、インタビュー調査を

実施した。インタビュー調査の対象は、1 章のアンケート調査の回答事業者から抽出した。

抽出の方法は以下のとおり（調査対象数は 10 社とした）。 

まず、調査対象数の 10 社のうち、環境配慮設計を実践していないと回答した事業者に 4

社の枠を割り当て、実践していると回答した事業者に 6 社の枠を割り当てた。次に業種が

バランスよく抽出されるよう、環境配慮設計を実践していないと回答した事業者（4 社）に

ついては、食料品製造業 2 社、容器包装製造業 2 社を割り当てることとした。また、環境

配慮設計を実践していると回答した事業者（6 社）では、食料品製造業 2 社、容器包装製造

業 2 社、小売業 1 社、外食 1 社を割り当てることとした。具体的なインタビュー調査対象

の選定は、アンケート回答内容から判断し、より有益なインタビュー結果を得られるであ

ろうことが期待される事業者を抽出した。インタビュー調査対象の抽出枠を表 2-1に示す。 

 

表 2-1 インタビュー調査対象の抽出枠 
環境配慮設計の実践

※ 業種 社数 

していない 食料品製造業 ２社 

容器包装製造業 ２社 

している 食料品製造業 ２社 

容器包装製造業 ２社 

小売業 １社 

外食 １社 

合計  10 社 

※環境配慮設計の実践をしているか、していないかの判断は、各社のアンケート回答によった。 
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インタビューは対面で行った（ただし、1 社は電話インタビュー）。また、インタビュー

項目は、以下のとおりである。 

【インタビュー項目】 

①これまで取り組んできた環境に配慮した食品容器包装について 

導入までの経緯、これまでの取り組みの狙い・具体内容、情報収集の方法 等 

②環境に配慮した食品容器包装の検討手順について 

発案部署、検討手順、検討時の判断ポイント、 等 

③今後検討したい環境に配慮した食品容器包装について 

今後検討したいカテゴリ（別紙参照）、具体内容、 等 

④社外関係者との連携・情報共有について 

社外関係者（食料品メーカー、容器包装メーカー、卸売業者・小売業者、消費者、市

町村、リサイクラー等）との連携・情報共有について、 等 

⑤今後、取り組むにあたって想定される阻害要因とその解消策について 

想定される阻害要因（技術面、体制面、コスト面など）、その阻害要因を解消するため

のアイディア、 等 

 

インタビューでの聞き取り結果の概要を次ページ以降に示した。 
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小売 外食

A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 I社 J社

①

導入までの経緯
－ 「環境」よりも「コスト配慮」。

包材メーカー、自社、顧客

発案あり。

「環境」よりも「コスト」重視

のため取り組んでいない。

－ 石油ショックを契機として包

材の見直しを行ってきた。

包材については、専門に研

究を行う部署があり、環境

配慮も含め検討を行ってい

る。

主に3つの視点で取り組ん

でいる。環境配慮（省資

源）、コスト削減、易リサイ

クル化。

－ あらゆることを検討してお

り、内容により経緯は異な

る。多いケースは、社内の

アイディアを社内外で検討

するタイプ。

3R、再生可能資源の活用、

環境負荷の軽減（LCA）を

環境への貢献として取り組

んできた。

自社で開発した製造技術

やライセンス供与を受けて

いる技術などのシーズを基

に展開している。

これまでの取組の狙い
－ － － － リデュース、リユースする

だけでなく、消費者に理解

をしてもらうという活動も実

施している。

省資源化などを目的として

取り組んでいる。軽量化等

の省資源化はコスト削減に

つながる。

顧客満足の向上。コスト削

減。

－ －

具体内容
－ フィルム薄肉化。

ダンボール薄肉化。

小ロット化。

工場内ロスフィルムのサー

マルリサイクル。

廃フライ油の燃料利用。

フィルムロール芯のリユー

ス。

PPバンドを細くする検討をし

た。

－ － レトルトのマージンを詰め

る。

共同配送。

フードバンクの活用。

樹脂による補強で、リター

ナブルびんの使用回数を2

倍程度に増やす。

殺菌技術の開発。

易リサイクル化など。

－ 容器包装分野で当社内で

最もインパクトがあるのは、

弁当容器である。

バイオマスプラスチックを

一部に利用したフィルムな

どを開発し、食料品メー

カーなどに採用された。

薄くても強度を持ち、また酸

素バリア性が高い素材の

実用化。

青果等の鮮度保持性の高

い素材の実用化。

情報収集の方法
－ － － － サプライヤーや顧客等から

情報を収集している。

業界団体の意見交換会や

イベントなどへの積極的な

参加。

商品開発には社内だけで

なく、食品メーカー、包材

メーカー等も出席する。

包材メーカーとの共同開発

が最も重要である。

食料品製造業者や流通事

業者から相談や要請を受

ける。

イベント出展や新聞への記

事掲載により問い合わせを

受けるようになった。

NPO法人との連携。

その他
－ － 容器の重量を削減しても、

総コストはほとんど変わら

ず、プライスには反映でき

なり。

－ － バイオプラスチックなど検

討はしたものの現時点では

採用に至っていない技術等

もある。

また、共同配送など現実的

に難しい分野もある。

－ 様々なルートから製品開発

の打診・相談がある。

機能性が高くなっても、コス

ト高はお客様に受け入れら

れないことが多い。

②

発案部署
環境配慮設計を行う部署が

ないため、社内提案される

ことはない。

工場や購買部から発案 社内から発案されることは

ない。

－ 商品開発から客先配送ま

での全サプライチェーンに

関係する部門が関わってい

る。

グループ会社間で連絡会

を組織している。

基本的には、容器包装の

担当部署が発案する。

CSR総括部が包材メーカー

からの提案を取りまとめて

いる。社内ではCSR総括部

が商品開発の現場に提案

している。

購買課、営業、商品開発、

工場など様々である。

お客様ニーズ視点では、営

業部門から、シーズ視点で

は、開発部門から発案され

る。

技術開発担当の部署から

の発案が多い。

検討手順
顧客からの要請 営業や物流の部署で検討 － 顧客から容器包装の仕様

を指定されるため、検討、

提案等を行うことはできな

い（求められていない）。

グループ独自の基準に

従って製品の開発や改訂

を行う。

包材に関するアセスメント

項目を持ち、評価を行って

いる。

自社で設計金型作製など

をするケースと、ある程度

規格が決まっている場合

は、容器包装メーカーから

の提案を基に社内検討し決

定する。

商品開発は、ファミレス、百

貨店といった販売チャンネ

ルごとの他、プライベートブ

ランドごとにそれぞれの担

当部署で実施しており、商

品開発の際にCSR総括部

から各部署に提案してい

る。

事案により異なる。 開発に入るとなれば、開発

部門が担当する。

技術の持つ利点をお客様

に提案し、具体的な実用方

法について探っていく。

検討時の判断ポイント
顧客からの仕様を満たすこ

と

最終的な判断はお客様の

声を聞く。

－ 顧客の指定する容器包装

の仕様を満たすこと。

容器包装について細かい

規定が定められている。

①安全性、②コスト、③環

境配慮の優先順位で意思

決定されるケースが多い。

環境配慮だけを理由に容

器包装の改良を行うことは

難しい。

－ 最終的には、お客様の声を

聞くことになる。

LCAを採用しており、従来

品よりGHG排出量が多い商

品、水消費量が多い商品な

どは、再検討されることに

なる。

お客様のニーズに合致す

ること。

その他
自社ブランドでの販売では

なく、容器包装も顧客の意

向が優先され独自の提案

をする余地はない。

省資源化などを目的として

取り組んでいる。軽量化等

の省資源化はコスト削減に

つながる。

顧客から要請があれば検

討することもある。

コストダウンの観点で、

シートの薄肉化を行ったこ

とはある。

環境に配慮した設計を当社

独自のアイディアとして提

案することができない。安

全性やコスト、デザイン等

が重視されるため、受け入

れられない。

－ CSR方針として、経済側

面、環境側面、社会側面を

柱として掲げていることもあ

り、組織として環境配慮設

計に取り組む環境になりつ

つある。

－ － － いずれの商品に採用される

かは、お客様の調達戦略に

も依存するので、お客様の

ニーズに応えた容器包装を

作ることができたとしても、

直ちに採用されたり、多くの

商品で採用されたりすると

は限らない。

取組をしていない 取組をしている

食料品製造業 容器包材製造業 食料品製造業 容器包材製造業

これまで取り組んできた環境に配慮した食

品容器包装について

環境に配慮した食品容器包装の検討手順

について
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小売 外食

A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 I社 J社

③

今後検討したいカテゴリ
－ 賞味期限の延長。 － － モーダルシフトの推進、共

同配送の拡大等。

既に対応している。 あらゆる素材のリサイクル

の検討は進めているが、検

討の余地は少ないと感じて

いる。

既に一通りのことを検討し

ているので、特にない。

既に一通りのことを検討し

ている。今後、伸ばしていき

たいのは、バイオマス包材

である。

現在も取り組んでいること

だが、食品ロスの削減には

様々な観点から取り組んで

いきたい。

バイオマス素材の採用。

具体内容
－ 常温輸送可能となるフィル

ム。

－ － － － － 技術が進めば、検討するこ

とも出てくるかもしれない。

食品ロスの削減に関して

は、輸出時なども念頭に置

いている。

バイオマス素材は高価なの

で、他の素材部分で省コス

ト化し、全体コストを維持す

る。

その他
－ － － － 環境配慮設計とは異なる

が、カーボンオフセットに取

り組みつつある。

－ － 「環境配慮」といっても、視

点によって異なるので、そ

の点に留意する必要があ

る。

バイオマス素材について

は、バイオマスマークなど

で最終商品のアピールに

繋げたい。

④

社外関係者との連携・情報共有

容器製造メーカー
－ 提案を受けることがある。 － 最も重要な情報共有先 － 最も重要な連携相手

食料品製造事業者
－ － アイディアの段階から、開

発まで、共同・協働して進

めるケースもある。

通常の取引だけでなく、

NPO法人の活動を介した情

報交換も行っている。

卸売業者・小売業者
－ － － － － 卸売業者とは輸送時の環

境配慮等について情報共

有することがある。

－ 卸は提案があるが、小売り

はない。

－ 卸売業者や小売業者を介

して、農産物の産地にもア

プローチしている。

消費者
－ － － － 容器包装の環境配慮につ

いては独自のモニター調査

やお客様相談センターなど

に寄せられる情報をもとに

商品パッケージの改良に努

めている。

一方、工夫の訴求は十分と

は言えない。

毎年モニターを募集し、

様々な意見を収集してい

る。

－ 消費者の声として、はがき

が届く。

エコプロダクツ展において、

素材が採用された製品等を

用いて、消費者に情報提供

するなどしている。

－

市町村
－ － － － 九都県市容器包装ダイエッ

ト宣言は関係者間での情

報共有に役立っている。

－ － なし － －

リサイクラー
－ － － － － 環境配慮設計という観点で

はほとんど情報共有をおこ

なっていない。リサイクルと

いう観点ではある。

－ なし － －

その他
－ お客様（B2B）からの発案も

ある。

－ － － リサイクルの観点では、同

業他社と密に協力してい

る。

－ － － NPO法人と連携している。

取組をしていない 取組をしている

食料品製造業 容器包材製造業 食料品製造業 容器包材製造業

今後検討したい環境に配慮した食品容器

包装について

社外関係者との連携・情報共有について
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小売 外食

A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 I社 J社

⑤

想定される阻害要因

技術面
－ 技術面は主な阻害要因の

一つ

－ 阻害要因になり得る。 － 阻害要因になり得る。 － －

体制面
－ － － － － 問題ない。 － －

コスト面
コスト増は顧客に受け入れ

られない

技術面は主な阻害要因の

一つ

－ 阻害要因になり得る。 － 利益確保も重要な問題で

あるため、コスト増加に繋

がるような取り組みであれ

ば進めることは難しい。

阻害要因になり得る。 一般論としてバイオマスプ

ラスチックはコストが高い。

バイオマスプラスチックは

コスト面が阻害要因になり

得る。

その他
衛生面／容器包装メー

カーからの提案はない

－ － 時代とともに、環境への配

慮の形がかわっていくこと

にあわせた、素材、容器の

設計に追いつくための努力

と環境整備が必要である

が、現実は対応することが

困難である（コスト・技術

面）。

環境配慮設計が品質保証

に優先することはない。

－ 全店舗展開が困難なケー

スがある。

－ 「環境」が購買につながって

いない。さらに、「環境」が

受け手によって異なってお

り、購買につながりにくく

なっている。

農産物の産地は保守的な

ケースが多いので、新しい

素材を用いることに抵抗が

ある。

阻害要因を解消するためのアイディア
トップランナーが取組を進

め、他の事業者が続く。

包材メーカーから提案して

もらうよう依頼している。

－ メーカー側が積極的に環境

配慮したいという要望を出し

てもらえれば、協力は可能

である。

小売との連携も重要。例え

ば、陳列方法の工夫により

自立しなくてもよいとなれ

ば、包材の削減につながる

かもしれない。

特に中小企業において環

境配慮を進めるためには、

何らかのインセンティブが

必要なのではないか。

直接的な解消するアイディ

アはなく、それぞれの課題

を地道に解決していくしか

ない。地道な努力の積み重

ねが環境配慮に繋がって

いると考える。

技術面は、トライアンドエ

ラーで試す。コスト面は、見

合うよう調整する。

バイオマスプラスチックに

関しては、何らかのインセ

ンティブを与えることが求め

られている。

コスト面は技術でカバーし

ていく。

産地の理解を得るために

は、地元の農業試験セン

ターや大学などにお墨付き

をもらう。

その他
製造工程での品質を高め

る（食品ロスの削減につな

がる）。

－ － 食品の場合、安全性、コス

トの次に環境配慮という優

先順位。

消費者の理解が重要（食の

安全性に対する要求が高

すぎる）。

自治体により廃棄物・資源

物の分別の区分や方法が

異なっているのが現状であ

る。統一されれば、それに

応じた容器包装の改良が

あり得るのではないか。

－ －

⑥
消費者の理解が必要(多少

の見た目の悪さを気にしな

いなど）。

低価格商品では包材のコ

ストアップは受け入れがた

い。

製品サイズはパレットサイ

ズに依存することもあり、製

品の小型化などは難しい。

ロット中1つでもピンホール

があれば、ロット全体が返

品になる。このハードルが

高い。

消費者自身が、環境志向

ではなく、低価格志向であ

る。

－ 消費者が環境配慮した商

品を確実に購入するように

なれば環境配慮設計は急

速に進むのではないか。

－ 食料品の商品開発はおい

しさ、安全性、コストが優先

され、環境配慮の優先順位

はその次である。

過剰に包装された商品が

選ばれやすい。消費者の

更なる理解が大変重要で

あると考える。

中小事業者は、大規模事

業者が開発し、NB（ナショ

ナルブランド）化したものを

採用していく（相乗りしてい

く）ことでいいのではない

か。情報収集がポイントで

ある。

環境配慮設計を進めること

に関する阻害要因というも

のを明確化しようとしてもあ

まり意味がないのではない

か。例えば、逆に、軽量化・

薄肉化・小型化、減容化な

どは、コストダウンにつなが

るので取り組まれやすい。

－

取組をしていない 取組をしている

今後、取り組むにあたって想定される阻害

要因とその解消策について

その他

食料品製造業 容器包材製造業 食料品製造業 容器包材製造業
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2.2 インタビュー結果を踏まえた課題インタビュー結果を踏まえた課題インタビュー結果を踏まえた課題インタビュー結果を踏まえた課題 

以下にインタビュー結果より得られた環境に配慮した食品容器包装設計の導入時の課題

として考えられる事項について整理した。ここでは課題を整理するにとどめ、次章にて促進

方策を整理する。 

2.2.1 環境関連の担当部署がない・担当者がいない環境関連の担当部署がない・担当者がいない環境関連の担当部署がない・担当者がいない環境関連の担当部署がない・担当者がいない 

環境関連の担当部署がない・担当者がいない場合は、環境配慮設計に取り組むのが難しい

と思われがちである。もちろん、担当部署・担当者が決まっている方が、比較的容易に環境

配慮設計に取り組める。 

しかし、環境関連の担当部署がないから・担当者がいないから環境配慮設計ができないと

いうことはない。お客様のニーズを把握している営業担当部署や、資材等の調達担当部署か

ら、環境配慮設計に関する発案をすることは十分に可能である。 

2.2.2 新規の容器包装設計や容器包装の見直しの際に環境配慮視点がない新規の容器包装設計や容器包装の見直しの際に環境配慮視点がない新規の容器包装設計や容器包装の見直しの際に環境配慮視点がない新規の容器包装設計や容器包装の見直しの際に環境配慮視点がない 

例えば、包材コストを下げることを目的に包材フィルムの薄肉化を検討した場合、開発に

成功すれば、薄肉化が省資源につながり、結果的に環境配慮型の容器包装が実現する。この

例では、きっかけは環境配慮ではない。さらに、環境配慮視点があれば、加えて、効率的な

積載を念頭に包材の形状を変えることを検討したり、素材を再生可能資源に変更した上で薄

肉化を実現したり、などといった追加的な環境配慮が可能かもしれない。 

このように、主たる目的が環境配慮以外のこと（上の例ではコスト削減）であったとして

も、容器包装設計の際に環境配慮視点を持っていれば、環境に配慮した食品容器包装の実現

も可能な場合もある。 

2.2.3 コスト増という理由だけで断念してしまうコスト増という理由だけで断念してしまうコスト増という理由だけで断念してしまうコスト増という理由だけで断念してしまう 

新しい取り組みをしようとしたときに、コスト増になると実現しないことが多い。しかし、

そのコスト増分を他の部分の工夫によって吸収できれば、実現する可能性が残されている。

例えば、小型化を目指した時にこのためのコストが増加する場合であっても、積載効率が向

上し、輸送コストの低減が小型化のためのコスト増加を相殺すれば、採用となるかもしれな

い。 

一方、相殺ができなければ、一旦は採用を見送ることになっても、安価になるまで待つ、

他社と共同で大量発注し、コスト低減を目指すなど、検討の余地は残されている。 

いわゆる、ライフサイクルコストという評価ができれば、実現されるはずであった、実現

されなかったアイディアもあるかもしれない。 

2.2.4 環境に配慮した食品容器包装に関する知識が不十分である環境に配慮した食品容器包装に関する知識が不十分である環境に配慮した食品容器包装に関する知識が不十分である環境に配慮した食品容器包装に関する知識が不十分である 

食品容器包装における環境への配慮は 3R や食品ロスの削減、CO2 排出削減、再生可能資

源の利用など多様である。これらの具体内容を知っておくことが、環境配慮設計を実践する
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ためには必要不可欠である。 

情報源は、取引先（容器包装メーカー、卸売業者、小売業者など）であったり、同業他社

であったり、業界紙、新聞・雑誌など多様である。環境に関する展示会に出展し、そこで、

一般消費者のニーズを把握することも可能である。消費者モニターを確保できれば、取扱商

品の容器包装に関する消費者の意見を知ることもできる。あらゆるルートを活用して、環境

に配慮した食品容器包装に関する知識を蓄えておく。 

自社に展開できそうな事例があれば、真似るように取り入れてもよい。 

2.2.5 自社の環境配慮の基準が不明確である自社の環境配慮の基準が不明確である自社の環境配慮の基準が不明確である自社の環境配慮の基準が不明確である 

環境配慮は多様であり、環境配慮か否かを判断する指標は一般的には多様である。例えば、

バージン原料の消費量、温室効果ガス排出量、水の消費量などである。検討の度に指標が変

わっていたのでは、環境配慮が継続的に進化しているのかが不明確となってしまう。自社の

環境配慮の指標を明確にすることは重要である。 

指標を明確にすることによって、容器包装の設計変更をした際にそれが、環境負荷を高め

ることになるのか、環境負荷を低減するものなのか明確になる。もしも、環境負荷を高めて

しまうことが分かれば、設計を見直すことにつながるかもしれない。 

2.2.6 消費者が環境配慮設計を基準に商品を選好しない消費者が環境配慮設計を基準に商品を選好しない消費者が環境配慮設計を基準に商品を選好しない消費者が環境配慮設計を基準に商品を選好しない 

消費者の食品の選択をする際の選定基準は、一般的には、おいしさ、安心・安全、見た目

の綺麗さ、安さなどであり、容器包装が環境配慮設計となっているかということはほとんど

考慮されない。小売業と連携したり、業界団体で PR するなど、容器包装が環境配慮設計で

あることの重要さを消費者に認知させることは重要である。 
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3． 環境に配慮した食品容器包装設計導入促進のための方策環境に配慮した食品容器包装設計導入促進のための方策環境に配慮した食品容器包装設計導入促進のための方策環境に配慮した食品容器包装設計導入促進のための方策 

１章及び２章の調査結果に基づき、今後、事業者（特に中堅・中小の事業者）が環境に配

慮した食品容器包装設計を導入するためのノウハウ等の促進方策について検討を行った。以

下に、有効と考えられる方策を示す。 

 

3.1 業界団体業界団体業界団体業界団体や中堅・中小事業者や中堅・中小事業者や中堅・中小事業者や中堅・中小事業者にににによるよるよるよる環境配慮設計に環境配慮設計に環境配慮設計に環境配慮設計に関する自主基準・ガイドライン関する自主基準・ガイドライン関する自主基準・ガイドライン関する自主基準・ガイドライン

の導入促進の導入促進の導入促進の導入促進 

一部の大企業においては、各社独自に「食品容器包装の環境配慮設計に関する自主基準」

等を設け、これに基づき取り組みを進めており、さらなる取り組み促進につながっていると

いう側面がある。また一部の業界団体や容器包装リサイクルに係わる関係 8 団体では、「環

境に配慮した容器包装ガイドライン」や各容器包装の 3R 推進のための「自主行動計画」を

策定しており、加盟企業においてはこのようなガイドラインや計画に基づき取り組みが進め

られているところである。 

一方、中堅・中小企業においては、自社でこのような基準を設けることは困難な状況であ

る。コスト面、体制面の制約はもちろんのこと、「環境配慮設計が何かわからない」ことや、

自主基準やガイドラインを策定するために必要な情報がないことも影響していると考えら

れる。 

しかし、平成 25 年 3 月に、容器包装への環境配慮設計の国際規格である ISO18600 シリ

ーズが策定され、現在日本でも JIS 化に向けた作業が進められているところである。これは

容器包装の機能を維持しつつ最適化を図り、リユース、リサイクル等を目指すものであり、

「環境配慮設計が何かわからならい」事業者にとっては、JIS 化により容器包装における環

境配慮の定義が明確になり、取り組みやすくなると考えられる。また、各種業界団体におい

ては、これに沿ったガイドラインの策定も想定される。そこで、より多くの業界団体が、業

界特性に合わせたガイドラインの策定を促すことにより、中堅・中小企業においてもガイド

ラインをもとに環境配慮設計の新たな導入につながる可能性がある。 

また、事業者が独自に策定している自主基準やガイドラインに関する情報を集約し、テン

プレート化して公開することにより、多くの事業者が自社の特性にあった環境配慮設計に取

り組むことができるのではないかと考えられる。 

 

3.2 「環境配慮」「環境配慮」「環境配慮」「環境配慮」に取り組みやすいに取り組みやすいに取り組みやすいに取り組みやすい仕組みづくり仕組みづくり仕組みづくり仕組みづくり（専門部署や担当部署、担当者の設置）（専門部署や担当部署、担当者の設置）（専門部署や担当部署、担当者の設置）（専門部署や担当部署、担当者の設置） 

環境に配慮した食品容器包装設計の取り組みを実施している事業者は、専門の担当部署を

設置して取り組みを進めているケースが多くみられる。1 つの部署だけでなく、複数の関連

部署横断で検討し、取り組みを進める場合もあるが、マーケティング部門や CSR 部門等、

誰かがリーダーシップをはかり主導的に進めることにより、責任の所在が明確になり、取り

組みやすい素地ができていると考えられる。 

一方、取り組みを実施していない事業者、特に中堅・中小事業者が取り組みを検討する場

合、専門部署を設けるような余裕はなく、困難であると考えられる。しかしながら、まずは

担当者を決めて、商品開発・改良の際には、必ず「環境配慮」について検討してみる仕組み



 

3-2 
 

を作ることが大切であり、まずは検討してみることにより取り組み促進が期待できる。 

 

3.3 小売業小売業小売業小売業等による等による等による等による消費者への情報提供消費者への情報提供消費者への情報提供消費者への情報提供 

小売業者は、消費者が商品を選択する場を提供しており、食品製造事業者や飲料製造事業

者等が製造した商品と消費者をつなぐ役割を担っている。このため、小売業者においても消

費者に対して積極的に「商品の環境配慮に関する情報」を提供することは、環境配慮設計の

さらなる導入促進に欠かせないといえる。 

実際に、中部や近畿地域においては、NPO 団体や一部の事業者が連携し、スーパー等の

商品棚に容器包装が少ない商品であることをポップ広告に掲示して、購入を勧めることが、

消費者の商品選択に影響を与えるという結果が出ており、小売業者による消費者への「容器

包装への環境配慮に関する情報」提示の有効性が確認されている。 

一部の食品製造事業者や飲料製造事業者は、自社商品に対して環境配慮に関する情報を、

商品の容器包装に文字情報として記載したり、わかりやすいマークを付けてアピールしてい

る。しかし、容器包装に記載できる情報は限られており、商品棚に並んでしまうと情報が見

えなくなってしまうことも多い。このため、小売業者の店頭においても情報提供することが、

消費者に環境配慮設計の商品を選択してもらう際には重要となる。 

環境配慮設計に取り組んでいない事業者は、阻害要因の一つとして、「「環境配慮設計」が

消費者の商品選択の際の視点とはならない」ことを挙げている。しかし、より多くの小売店

で消費者に対する情報提供が適切に行われ、「容器包装への環境配慮」を商品選択の基準の

一つと捉える消費者が増加すれば、環境配慮設計に取り組んでいない事業者にとっても取り

組むためのインセンティブになる。 

上記のような小売店における消費者への情報提供は、現在では一部の地域に限られている

が、多くの NPO 団体や業界団体、さらには自治体等と連携し、全国展開を図ることにより、

より多くの事業者の取り組み促進が期待できる。 

また、業界団体が連携して小売業における「容器包装への環境配慮」の情報提示方法を検

討し、例えば共通のマークを導入して全国どこでも共通認識が図れるようになれば、より一

層消費者の理解も深まり、製造事業者の取り組み支援につながると考えられる。 

 

3.4 中堅・中小事業者の中堅・中小事業者の中堅・中小事業者の中堅・中小事業者の消費者との消費者との消費者との消費者との積極的積極的積極的積極的な交流な交流な交流な交流（環境配慮設計に対する消費者ニ（環境配慮設計に対する消費者ニ（環境配慮設計に対する消費者ニ（環境配慮設計に対する消費者ニーズーズーズーズ

の把握）の把握）の把握）の把握） 

環境配慮設計に取り組む際には、「消費者が求める環境配慮設計は何か」、「どのような環

境配慮設計なら受け入れられるのか」という視点も重要となる。消費者のニーズに的確に応

えることができれば、「環境配慮設計」が商品の付加価値向上に寄与し、市場で受け入れら

れやすくなるため、取り組み促進につながると考えられる。 

実際に、取り組んでいる事業者の多くは、消費者からの意見・要望をもとに、消費者に受

け入れられやすい環境配慮設計を把握し、導入しているケースが多々ある（例えば、「消費

者の廃棄時の分別ストレスをなくすための工夫」や、「単一素材化の導入」、「消費者が知り

たい環境情報の表示」など）。 

しかし、環境配慮設計に取り組んでいない事業者の多くは、中堅・中小事業者であり、自
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社独自の消費者モニターを抱え、顧客のニーズを把握できる機会が多い大企業とは異なる環

境にあるため、ニーズがあることがわからず、コスト面が重視されがちになる。 

しかし、中堅・中小事業者にとっても、消費者のニーズを知ることが環境配慮設計のきっ

かけにつながる可能性があるため、中堅・中小事業者に対して、積極的に消費者と関われる

機会を設けることが重要である。 

 

3.5 事業者間の事業者間の事業者間の事業者間の情報共有の場の情報共有の場の情報共有の場の情報共有の場の創出創出創出創出 

環境配慮設計に取り組んでいる事業者の場合、サプライヤーからの提案がきっかけとなり、

導入に至っている事例が少なくない。また、取り組みが進んでいる事業者であっても、今後

さらなる取り組みを推進していくためには、食料品・飲料製造業においては容器包装製造事

業者からの、容器包装製造事業においては食料品・飲料製造業者からの積極的な提案が欠か

せない。 

また、取り組んでいる事業者、取り組んでいない事業者ともに、取り組みを行う上での阻

害要因として「技術的な問題」や「コスト的な問題」をあげている。しかし、これまで交流

がなかったような多くの関係者間で情報共有を行うことにより、新たな課題解決策が導き出

される可能性もある。このため、より多くの関係者が互いに情報交換できる場を設け、皆が

協働して課題を解決していくことができるような仕組みを設定することにより、さらなる環

境配慮設計の取り組みの促進が期待できると考えられる。 

3.6 中堅・中堅・中堅・中堅・中小事業者向中小事業者向中小事業者向中小事業者向けの情報開示の推進けの情報開示の推進けの情報開示の推進けの情報開示の推進 

環境配慮設計の取り組みが進んでいない事業者、特に中堅・中小事業者においては、容器

包装を設計する際に「安全性」の次に「コスト」が重視され、「環境配慮」は重視されない

傾向にある。仮に環境配慮設計の導入の余地、提案の余地があったとしても、「環境配慮は

コストアップにつながる」などとの思いから、設計段階から環境配慮という視点で検討を行

うことはほとんどない。しかし、コストダウンのための取り組みが結果的に環境配慮につな

がっていたという事例もある。また、単体の取り組みではコスト増になったとしても、いく

つかの取り組みをうまく組み合わせることによりコスト増を吸収できる可能性もある（例え

ば、小型化によるコスト増を輸送効率向上により相殺）。このため、設計段階から常に「環

境配慮」の視点を持つことが重要である。 

そこで、まずは中堅・中小事業者でも比較的取り組みやすい「環境配慮とコストダウンを

両立できる」環境配慮設計の取り組みの導入促進を目指すべきと考えられる。中堅・中小事

業者に対して積極的にこのような取り組みを情報発信し、順次拡大していくことが望ましい

と考えられる。 

大企業にとってはすでにスタンダードな取り組みであっても、中堅・中小事業者にとって

は取り組めていない事項も多いと考えられるため、中堅・中小事業者をターゲットとした情

報を積極的に発信していくことが効果的であると考えられる。沢山の情報を一度に発信する

のではなく、情報を取捨選択して「中堅・中小事業者にとってより取り組みやすく、より効

果的な」情報を提示することにより、社会全体での環境配慮設計の導入促進につながること

が期待できる。 



 

3-4 
 

また、中堅・中小事業者においては、どのような取り組みが環境配慮となるのか、把握し

ていない事業者も多く存在する。このため、NPO や業界団体、各種協会等において、特に

中堅・中小企業を対象としたセミナーや勉強会を開催したり、他社の事例を積極的に発信す

ることにより、理解が深まり取り組みのきっかけとなると考えられる。 


